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1.　はじめに
　東京 2020 大会の教育プログラムは 2016 年から
東京都で開始し，2017 年からは全国で実施され，
東京 2020 教育プログラム学校事業認証を受けた

「ようい，ドン！スクール」は，各都道府県・政令
指定都市，日本国外で合計 19,005 校となった（公
益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技
大会組織委員会，2021）．また，スポーツ庁が実施
したオリンピック・パラリンピックムーブメント全
国展開事業では 4191 校が対象とされて行われ，全
国的にオリンピック・パラリンピック教育（以下，
オリパラ教育）が展開されていた（スポーツ庁，
2022）．
　スポーツ庁（2020）によると，オリパラ教育は
大会そのものへの興味関心の向上だけでなく，ス
ポーツの価値，国際・異文化，共生社会への理解を
深めるとともに規範意識を養うなど多面的な教育的
価値を持つものとしており，無形のレガシーとして
オリパラ教育の必要性は高いと示している．しか
し，大会後の実施状況については発表がなされてい

ない．岡田ら（2020）は，オリパラ教育の実施上
の困難な点として，教員の事務的な手続きの負担
や，計画的な実践の見通し（教育課程上に位置づけ
ることの難しさ）を示し，パラリンピック教育を実
践する場合には，施設・用具の準備や，パラリンピ
アンを招聘する際の校内の動線の確保等があるとし
ている．また，矢島ら（2021）は，パラリンピッ
ク教育は一過性な取り組みであると捉えられてお
り，教育効果が認められていても教員の負担等によ
り，継続的な実施には大きな障壁があると指摘し，

「パラリンピック教育を教育現場に無形のレガシー
として残していくためには，現行のトップダウン型
ではなく，学校環境の実態に合わせた既存のシステ
ムとの融合を検討していく必要がある」と述べてい
る．
　安藤ら（2021）にて，日本福祉大学と美浜町教
育委員会で連携して取り組んでいる「美浜町パラリ
ンピック教育」活動について既に実践報告を行って
いるが，今回はその後も継続実施できている連携シ
ステムの構築に関して 2017 年の計画段階から定着
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ら実施，定着までの経緯を示している．2017 年度
の計画段階から，継続的に実施を行うことを前提と
して検討し，2018 年度日本福祉大学教育改革推進
公募制度を申請し，採択された．2018 年 4 月に計
画に関する具体的な説明を美浜町教育委員会に行
い，まずはモデル校 1 校で実施を行うことが許可
され，その後 8 月には美浜町教員を対象に「障害
理解」をテーマに研修会を実施し，パラスポーツと
障害理解の関係について教員に理解してもらえるよ
うな内容で実施した．
　2019 年度は，美浜町パラリンピック教育の実施
について 4 月の校長会で承認を受け，対象学年を
小学 4 年生と中学 1 年生と決定し，全校での実施
が開始した．学年の設定としては，総合的な学習の
時間（福祉教育）の中に導入する前提で選択され
た．この年の 8 月には美浜町教員研修にて「パラ
リンピック教育」をテーマに講義と実技が行われ，
その年の担当教員を含む多くの教員が参加した．研
修場所が大学であったこともあり，教員を目指す大
学生も一緒に受講した．
　2020 年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影
響で，パラリンピック教育の実施方法の検討がなさ

までの過程と，これまで継続実施していることでの
発展的な事例について報告を行うこととした．計画
段階から「地域の取組み」として検討した理由は，
東京 2020 大会後のレガシーとしてパラリンピック
教育が根づくためには，学校単位や教員単位ではな
く，地域全体での取り組みが必要であること，また
地域での継続的に実施できるシステム構築や効果的
な教育内容については，その地域の特徴やニーズを
踏まえ，大学生の人材育成を含めて学校と大学が一
緒に検討し取り組むことが重要であると考えたため
である．

2．「美浜町パラリンピック教育」の実施状況
1）対象地域の状況
　対象地域は，日本福祉大学が設置されている愛知
県知多郡美浜町（以下，美浜町）である．2023 年
8 月末時点の美浜町総人口は 20,952 名（高齢化率
32.9％）で，7 歳から 15 歳の年齢別人口は表 1 の
通りである．

　美浜町内の連携部署は，美浜町教育委員会で，美
浜町内の小学校 6 校（現在は 5 校：2021 年度でＦ
小学校は廃校し E 小学校へ統合），中学校 2 校を統
括している部署である．小学校と中学校，大学との
位置関係を図 1 に示す．

2）2017 年からの計画から定着までの流れ
　表 2 に美浜町パラリンピック教育活動の計画か

図 1　美浜町内対象学校（小・中学校）
　※ F 小学校は 2021 年度で閉校し E 小学校へ統合

参考：iezo.net の地図より筆者追加

年齢 ⼈数
7歳 129名
8歳 155名
9歳 154名
10歳 168名
11歳 168名
12歳 158名
13歳 160名
14歳 179名
15歳 164名

表１︓美浜町年齢別⼈⼝

（2023年8⽉時点）

表 1　美浜町年齢別人口
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除いた 6 校全ての学校で実施となり，その内 2 校
は実技を 2 回実施した．C 小学校では，前年度の
パラリンピック教育（実技）にて「ボッチャ」を
行った際に，C 小学校の校長である吉戸勝利氏（美
浜町体育研究会：リーダー）より，ボッチャが体育
の種目として非常に良いものであるので，2022 年
度では体育授業として導入したいという提案がなさ
れた．その後，吉戸校長によって具体的な「ボッ
チャ」単元計画と指導案が作成され，美浜町パラリ
ンピック教育でボッチャ（実技）を行った後，4 年
生の体育授業内でボッチャを 8 回実施し，単元計
画と指導案の改良がなされ，美浜町体育研究グルー
プに展開された．そして，2 学期以降で，D 小学校
と E 小学校で体育授業として「ボッチャ」が実施
された．
　2023 年度は，美浜町教育委員会として全校実施
に戻ることになり，12 月末までには全 7 校で実施
される予定である．2023 年度の H 中学校での美浜
町パラリンピック教育実技風景を写真 1，写真 2 に
示す．

3）連携システムの構築
　2018 年度に，2019 年度以降のパラリンピック教
育の実施方法について，美浜町教育委員会と大学と

れ，希望校のみでの実施となった．また大学生が指
導を担当しても良いか等の確認を事前に行い，許可
が出た学校へは最小限の学生数で十分な対策を行
い，内容も工夫して実施した．2 校は大学生の入校
不可であったため，大学教員 1 名が講師となり，
担任の教員と共に実技を行った．
　2021 年度も同様に希望校のみであったが，東京
2020 大会の年ということで中学校 2 校を除いた全
校で実施された．この年は，東京大会前後で異なる
パラリンピック種目の実技体験を希望した学校が複
数校あり，また講義についても国際パラリンピック
委員会公認教材「Iʼm POSSIBLE」を活用してパラ
リンピック教育の講義を複数回実施し，「児童にも
非常に好評であった」との報告を受けた．2021 年
度は，ほとんどの学校で複数回の実施があった．ま
た大会前にパラリンピック教育を実施していた学校
からは，「大会のニュースや映像をテレビで観た児
童・生徒からの反響が大きく実施して非常に良かっ
た」との感想が数多くあった．大学生の指導も参加
校全てで可能となり，十分に感染対策を行った上で
指導を実施した．2021 年度で F 小学校が閉校して
E 小学校へ統合されたことから，2022 年度から対
象は小学校 5 校，中学校 2 校の合計 7 校となった．
　2022 年度も希望校のみで，1 校（G 中学校）を

表２︓計画段階から実施、定着までの経緯

指導者

⼩学校 中学校 ⼤学3年

2017  本計画を、2018年度⽇本福祉⼤学教育改⾰推進公募制度に申請し、採択される 0 0 0

 4⽉︓教育委員会へ計画書を持参してプレゼン

⇒ 美浜町内モデル校（⼩学校1校）にてパラ教育実施

 8⽉︓教員対象の講習会を実施（テーマ︓障害理解）

4⽉︓校⻑会にて全学校でパラ教育実施を正式決定

⇒ 対象学年は⼩学校4年⽣と中学校1年⽣

 5⽉〜 町内の⼩中学校の全校でパラ教育を実施（8校︓合計351名）

 8⽉︓教員対象の講習会を実施（テーマ︓パラリンピック教育）※講義と実技

2020 希望校のみ実施（6校︓合計278名） 121 157 15

2021 希望校のみ実施×複数回（6校︓合計165名） 165 0 15

2022 希望校のみ実施×複数回（6校︓合計228名）、体育授業で「ボッチャ」実施（3校） 155 73 14

2023  全校実施に戻る（7校︓317名の予定）※2024年度以降も継続実施予定 171 146 12

年度 内   容

2018

計画
（実施）

実施2019

実施
⇒定着へ

状況

40 0 0

 新型コロナウイルス
感染症の拡⼤

定着

159 192 13

※⼈数は実⼈数を⽰す

参加者⼈数（名）

東京2020⼤会

表 2　計画段階から実施、定着までの経緯
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を使用し，大学生が担当する実技指導前に必ず座学
を担任や学年主任の教員で行うように依頼してい
る．事前打ち合わせ時には，その教材の説明を大学
教員から各学校の担任へ教材の紹介や使い方につい
て行い，座学での準備が不要であることや，その他
にも活用できるツールがあることについても確認を
している．実技種目は日程希望票と一緒に希望種目
を聞いているが，それ以外にも福祉教育との関連性
をもたせた学びとなるように，この事前打ち合わせ
時に生徒の調べ学習の内容や，興味関心等が高い種
目等を聞き，希望種目以外でも用具の紹介等ができ
るようにしている（写真 3）．

の連携方法，各学校との打ち合わせなどの役割分担
について検討し，現在の連携システムが構築された

（図 2）．
　図 2 に示されている①から⑥までの流れで，事
前に打ち合わせ等が進められている．まず，美浜町
教育委員会が全学校に希望調査し，講義日程と実技
希望日を 3 日間（時間も含めて）提出する．その
後，大学で担当学生と日程調整を行い，実施日を決
定し，美浜町教育委員会へ返信し，各学校へ連絡さ
れる流れとなっている．実施日の 1 か月前あたり
に，事前打ち合わせを行う．実施内容は安藤ら

（2021）に示した通り，教材には「Iʼm possible」

図２︓「美浜町パラリンピック教育」実施の連携システム

美浜町教育委員会

⽇本福祉⼤学

校⻑会

A ⼩学校

G 中学校

H 中学校

B ⼩学校

C ⼩学校

D ⼩学校

E ⼩学校

F ⼩学校

①実施の決定

※コロナ禍の対策

②全学校の希望票の集約

③全学校の希望票

送付（4⽉）

④全学校の

実施⽇決定
事前打ち合わせ

⑥各学校ごと打ち合わせ

当⽇実施

⑤全学校へ⽇程連絡

細かな要望・他の科⽬との関連等

担当教員からのコメント・改善点

学⽣は各学校の要望に合わせた指導内容の検討と練習

図 2　「美浜町パラリンピック教育」実施の連携システム

「美浜町パラリンピック教育」実技風景
写真 1　ボッチャのルール説明 写真 3　車いすの違いについて紹介写真 2　ボッチャ点数の数え方説明
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とも報告を受けている．
　3 つ目には，美浜町内の全ての小学校にボッチャ
用具が購入され，パラリンピック教育の実技（大学
生が指導をする）以外でも実施がされている．D

小学校では，体育授業の他にも，近隣の障害者施設
とボッチャで交流したことや，ボッチャの楽しさを
経験した児童から，ボッチャクラブが発足し，月に
1 回クラブ活動をしていると報告を受けた．さらに，
美浜町教育委員会や各小学校へ「美浜町をボッチャ
の町にしよう！」というスローガンが伝えられ，各
小学校にも少しずつではあるがその意識が浸透して
きている．
　4 つ目は，美浜町でパラリンピック教育を含めた
福祉教育を実践した教員が，他の地域（美浜町以
外）に転勤し，その地域でもパラリンピック教育を
行いたいとの要望があった．美浜町の方法と同じよ
うに座学は担任教員が行う形で，実技は大学生が担
当することになっている．福祉教育の内容などは地
域やその年度によって異なることがあるので，その
地域の活動に合うような形でサポートしたいと考え
ている．
　以上のように，これまで継続してきたことで，パ
ラリンピック教育から発展的な広がりができている
と考えられた．

3．美浜町パラリンピック教育活動から発展し
た活動へ

　美浜町パラリンピック教育活動が継続的に実施し
ていることで，いくつか発展的な活動の広がりがあ
る．
　1 つ目は，2019 年度から各小学校の学習発表会
で，パラリンピック教育の学びについて発表がなさ
れている．その発表会が毎年行われていることか
ら，4 年生が 3 年生にボッチャの説明を行い，指導
をしている事例があった．これまで，教員と児童，
保護者と児童の学びに着目していたがそれだけでは
なく，学年を超えて児童同士の学びにもつながって
いることが分かった．
　2 つ目は，パラリンピック教育がきっかけとなり，
2022 年度に体育授業で「ボッチャ」種目の単元計
画が作成され，美浜町内の小学校 3 校で実施され
た．そのボッチャ単元計画の勉強会は美浜町体育研
究会が主催となり行われ，C 小学校（講師：吉戸校
長）で実施された．その際に，美浜町内教員と一緒
に教員を目指す大学生も受講し，大学生も体育授業
での「ボッチャ」について学ぶ機会となった（写真
4，5）．美浜町内での体育授業内の「ボッチャ」実
施ができていることに加え，大学生への学びの場と
して広がっている．これまで，パラリンピック教育
を担当する学生は，教員を目指す学生が一定数いた
ことから，卒業後のパラリンピック教育の実施がで
きる人材育成にもつながっている．また，既にパラ
リンピック教育を担当して卒業した学生が，講師と
して着任した学校で「ボッチャ」を実施しているこ

体育としての「ボッチャ」指導方法の説明風景
写真 4　ボッチャ単元計画の内容説明 写真 5　ボッチャ授業の導入部分の実技
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校への学びへつながる内容として各学校の先生方と
検討していきたい．2023 年杭州アジアパラ大会や
2024 パリパラリンピック競技大会の機会を活かし，
そして 2026 年愛知・名古屋アジア大会，アジアパ
ラ大会に向けた美浜町の教育プログラムとして，こ
の活動が位置づけられるよう進めていきたい．その
ためにも，アジアパラ大会（合宿等を含む）の活動
と連携した内容を各関係機関と調整して導入してい
きたいと考えている．
　その他として，「ボッチャ」種目を地域交流の
ツールとしてこの地域で発展させていきたい．美浜
町では，パラリンピック教育やボッチャの体育授業
を受けた児童・生徒がいることから，学校の学びか
ら，さらに地域交流の活動へつなげられるような仕
組みにつなげていきたいと考えている．交流の 1

つ目は，各地域（学校単位）の障害者施設や高齢者
施設等のボッチャでの交流機会の充実があげられ
る．現在は，学校での取り組みに依存しており，コ
ロナ禍ということもあり実現していなかった．学校
事業の負担にならない形で推進できるようにした
い．2 つ目の交流活動としては，ボッチャのイベン
トを大学で実施する計画を検討したいと考えてい
る．これは，地域住民の交流を目的としたイベント
で，運営には中学生や高校生を入れ，大学生が企
画・運営するといった視点も取り入れたい．また，
美浜町には総合型地域スポーツクラブ「みはまス
ポーツクラブ」があり，そこにはボッチャサークル
もある．学校以外で，美浜町の全ての住民をつなぐ
ものとして「ボッチャ」を広め，子どもから高齢者
まで，障害の有無に関わらずボッチャを楽しめる地
域として，インクルーシブな町，共生社会の実現で
きる地域を目指して，美浜町と大学とで計画を進め
ていきたいと考えている．

まとめ
　「美浜町パラリンピック教育」は，美浜町教育委
員会と日本福祉大学との連携として 2018 年度から
現在まで継続的に実施されており，その連携方法や
実績，発展的な広がりについて報告を行った．継続
できている要因には，美浜町と大学の連携があり，

4． 活動が継続できている要因
　この事業は，東京 2020 大会に向けて全国で行わ
れたスポーツ庁の「オリンピック・パラリンピック
ムーブメント全国展開事業」や，愛知県の「オリン
ピック・パラリンピック教育推進校」とは異なる位
置づけとして独自で進められた．このように，国や
県での事業ではなく，地域で継続的に取り組みがで
きているのは，美浜町と日本福祉大学が既に連携・
協力の体制が整っており，学生を地域で育てる目的
での事業に関して美浜町として非常に前向きである
ことが関係していると考えられる．美浜町教育委員
会や各学校でも同様であり，パラリンピック教育活
動において，美浜町内の全ての学校で，毎回担当学
生を温かく迎えてくれている．そのような地域であ
ることが継続できている大きな要因であると考えら
れる．
　また，活動地域が大学の所在地域であることか
ら，担当学生の授業の空き時間などでも実施が可能
であることと，学生はゼミ活動の一環として実施

（指導練習も含めて）していることから，時間的な
制約が少ないこともあげられる．費用面に関して
は，学生は近隣に一人暮らしか，通いでも定期があ
るため，定期外となるのは 2 駅程度で大きな額で
はない．その費用は，大学側のゼミ活動費として該
当学生には支払う形をとっているが，これまでゼミ
費が足らなくなったことはなく，その他のゼミ活動
にも使用ができている状況である．つまり，大学側
としての教育活動の位置づけで実施しているため，
美浜町での費用負担はない状況となっている．さら
に，大学ではパラリンピック種目に関する備品が
揃っていることから，用具がないという心配もな
く，様々な提案が可能となっている．
　以上のことから，「美浜町パラリンピック教育」
が継続的に実施できていると考えられる．

5． 今後の展望と課題
　今後も，パラリンピック教育の継続実施を行える
ように，美浜町教育委員会や各学校の先生方と連携
して進めていきたいと考えている．2023 年度以降，
全学校が実施できることになると，小学校から中学
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また各学校が大学生を温かく迎えてくれる地域性が
ある．この地域だから継続できていると言えるだろ
う．
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